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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第67期

第１四半期
連結累計期間

第68期
第１四半期
連結累計期間

第67期

会計期間
自平成29年４月１日
至平成29年６月30日

自平成30年４月１日
至平成30年６月30日

自平成29年４月１日
至平成30年３月31日

売上高 （千円） 2,965,788 3,016,842 12,104,168

経常利益 （千円） 242,523 220,235 811,060

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 156,639 151,690 486,100

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 156,831 140,547 530,747

純資産額 （千円） 11,007,530 11,323,313 11,282,106

総資産額 （千円） 13,075,445 13,294,365 13,378,048

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 31.53 30.53 97.86

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 84.18 85.17 84.33

（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益は、潜在株式がないため記載しておりません。

 

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業内容の変更はありません。また、関係会社における

異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(１)　経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益・雇用環境に改善が見られ、景気は緩やかな回復基調が

続きました。一方、世界経済においては、米国の政策動向に伴う影響、地政学リスクの高まり等により、先行きは不透

明な状況が続いております。

このような経済環境の中、国内段ボール市場においては、需要は前年を上回り堅調に推移しておりますが、昨年来、

原紙等の材料価格の高騰が続いております。

こうした状況下において、当社グループは、販売提案活動を継続するとともに、原紙等材料価格高騰への対策とし

て、製品価格改定と生産効率の向上に取組み、原価低減活動を進めてまいりました。

当第１四半期連結累計期間における当社グループの業績は、売上高については、主に国内で、主要取引先である自動

車関連を中心に増収となりました。しかし、利益については、国内での段ボール原紙価格の値上りの影響が大きく、製

品価格改定で完全に回収するには至らず、減益となりました。

以上により、売上高は30億16百万円（前年同四半期比1.7％増）、営業利益１億91百万円（前年同四半期比15.7％

減）、経常利益２億20百万円（前年同四半期比9.2％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益１億51百万円（前年同

四半期比3.2％減）となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

日本は、売上高は25億55百万円（前年同四半期比3.6％増）、セグメント利益１億67百万円（前年同四半期比25.8％

減）となりました。

中国は、売上高は４億61百万円（前年同四半期比7.5％減）、セグメント利益１百万円（前年同四半期はセグメント

損失24百万円）となりました。

 

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(２)　財政状態の状況

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度に比べ83百万円減少し132億94百万円となりまし

た。流動資産は、前連結会計年度に比べ56百万円減少し100億67百万円となりました。これは、主に受取手形及び売掛

金が前連結会計年度に比べ58百万円減少し20億66百万円となったことによるものです。固定資産は、前連結会計年度に

比べ26百万円減少し32億27百万円となりました。

負債合計は、前連結会計年度に比べ１億24百万円減少し19億71百万円となりました。流動負債は、前連結会計年度に

比べ１億29百万円減少し13億18百万円となりました。これは、主に支払手形及び買掛金が前連結会計年度に比べ91百万

円減少し６億96百万円、未払法人税等が前連結会計年度に比べ62百万円減少し76百万円となったことによるものです。

固定負債は、前連結会計年度に比べ４百万円増加し６億52百万円となりました。

純資産合計は、前連結会計年度に比べ41百万円増加し113億23百万円となりました。これは、主に利益剰余金が52百

万円増加し88億90百万円となったことによるものです。

 

(３)　経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等ついて重要な変更はありませ

ん。

 

(４)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(５)　研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発費の総額は21百万円であります。なお、当第１四半期連

結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 18,000,000

計 18,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成30年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年８月６日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 5,225,008 5,225,008
名古屋証券取引所

市場第二部

単元株式数

100株

計 5,225,008 5,225,008 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金
増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高（千円）

平成30年４月１日

～平成30年６月30日
－ 5,225 － 1,077,895 － 980,327

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成30年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成30年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　258,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　4,966,400 49,664 －

単元未満株式 普通株式　　　　608 － －

発行済株式総数 5,225,008 － －

総株主の議決権 － 49,664 －

 

②【自己株式等】

平成30年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）

中央紙器工業株式会社

愛知県清須市春日宮

重町363番地
258,000 － 258,000 4.93

計 － 258,000 － 258,000 4.93

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成30年４月１日から平

成30年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成30年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,355,173 7,338,370

受取手形及び売掛金 ※２ 2,124,724 ※２ 2,066,023

電子記録債権 ※２ 436,216 ※２ 433,964

商品及び製品 118,754 123,148

仕掛品 18,092 20,959

原材料及び貯蔵品 50,277 46,929

その他 21,488 38,425

貸倒引当金 △476 △474

流動資産合計 10,124,249 10,067,345

固定資産   

有形固定資産 1,972,672 1,929,219

無形固定資産 45,888 43,036

投資その他の資産 ※１ 1,235,237 ※１ 1,254,764

固定資産合計 3,253,798 3,227,020

資産合計 13,378,048 13,294,365

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※２ 787,659 ※２ 696,526

未払法人税等 139,155 76,750

賞与引当金 125,960 57,242

役員賞与引当金 33,840 8,460

その他 361,140 479,651

流動負債合計 1,447,756 1,318,630

固定負債   

役員退職慰労引当金 55,280 56,100

退職給付に係る負債 541,211 545,269

その他 51,693 51,051

固定負債合計 648,185 652,421

負債合計 2,095,941 1,971,051

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,077,895 1,077,895

資本剰余金 980,562 980,562

利益剰余金 8,838,443 8,890,794

自己株式 △72,138 △72,138

株主資本合計 10,824,761 10,877,113

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 430,189 441,394

為替換算調整勘定 27,155 4,806

その他の包括利益累計額合計 457,344 446,200

純資産合計 11,282,106 11,323,313

負債純資産合計 13,378,048 13,294,365
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年６月30日)

売上高 2,965,788 3,016,842

売上原価 2,209,387 2,280,384

売上総利益 756,401 736,458

販売費及び一般管理費 529,211 545,038

営業利益 227,190 191,419

営業外収益   

受取利息 634 383

受取配当金 17,076 18,134

持分法による投資利益 － 755

仕入割引 1,858 2,488

その他 5,962 7,614

営業外収益合計 25,531 29,375

営業外費用   

持分法による投資損失 7,106 －

売上割引 91 76

ゴルフ会員権評価損 1,950 473

その他 1,049 10

営業外費用合計 10,198 560

経常利益 242,523 220,235

税金等調整前四半期純利益 242,523 220,235

法人税、住民税及び事業税 84,439 88,261

法人税等調整額 1,444 △19,716

法人税等合計 85,883 68,544

四半期純利益 156,639 151,690

親会社株主に帰属する四半期純利益 156,639 151,690
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年６月30日)

四半期純利益 156,639 151,690

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 13,416 11,204

為替換算調整勘定 △14,074 △13,560

持分法適用会社に対する持分相当額 849 △8,788

その他の包括利益合計 191 △11,143

四半期包括利益 156,831 140,547

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 156,831 140,547
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【注記事項】

（会計方針の変更）

在外連結子会社において、当第１四半期連結会計期間よりIFRS第９号（金融商品）及びIFRS第15号（顧客との契約か

ら生じる収益）を適用しております。

当該会計基準の適用が連結財務諸表に及ぼす影響は軽微であります。

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半期連結会

計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に

表示しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成30年６月30日）

投資その他の資産 5,240千円 5,240千円

 

※２．四半期連結会計期間末日満期手形及び電子記録債権

四半期連結会計期間末日満期手形及び電子記録債権の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機

関の休日でしたが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

四半期連結会計期間末日満期手形及び電子記録債権の金額は、次のとおりであります。
 

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成30年６月30日）

受取手形 7,844千円 8,035千円

電子記録債権 438 251

支払手形 14,025 10,923

 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年６月30日）

減価償却費 51,176千円 56,254千円

 

(株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月22日

定時株主総会
普通株式 119,207 24.00  平成29年３月31日  平成29年６月23日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年６月30日）

配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月21日

定時株主総会
普通株式 99,339 20.00  平成30年３月31日  平成30年６月22日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期
連結損益

計算書計上額
（注）２ 日本 中国 計

売上高      

外部顧客への売上高 2,466,379 499,409 2,965,788 － 2,965,788

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － －

計 2,466,379 499,409 2,965,788 － 2,965,788

セグメント利益又は損失（△） 225,656 △24,098 201,558 25,631 227,190

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額25,631千円には、セグメント間取引消去26,994千円が含まれて

おります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期
連結損益

計算書計上額
（注）２ 日本 中国 計

売上高      

外部顧客への売上高 2,555,072 461,769 3,016,842 － 3,016,842

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － －

計 2,555,072 461,769 3,016,842 － 3,016,842

セグメント利益 167,445 1,455 168,900 22,519 191,419

（注）１．セグメント利益の調整額22,519千円には、セグメント間取引消去24,254千円が含まれております。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

中央紙器工業株式会社(E00681)

四半期報告書

11/14



（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年６月30日）

１株当たり四半期純利益 31円53銭 30円53銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 156,639 151,690

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（千円）
156,639 151,690

普通株式の期中平均株式数（株） 4,966,986 4,966,986

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は、潜在株式がないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年８月３日

中央紙器工業株式会社

取締役会　御中

 

有限責任監査法人 トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 井出　正弘　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 杉浦　野衣　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中央紙器工業株

式会社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成30年４月１日から

平成30年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、中央紙器工業株式会社及び連結子会社の平成30年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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